
当社グループの主なリスクと対応策
事業等のリスク リスク 対応策

外部環境
リスク

マクロ経済
経済状況の

動向

中国その他の新興国を含む重要な経済圏における経済の減速、原油など資源価格の高騰やその他の物価の上昇による経済の混
乱、欧州等における金融または銀行部門における継続的な不安定性、日本および先進国における政府による景気刺激策や金融政
策の失敗、ロシア・ウクライナ情勢などを含む世界各国の不安定な政治情勢、感染症の世界的な拡大による影響などにより、広
範囲かつ長期間にわたる世界経済の低迷が生じる可能性

急激な需要変化に的確に対応できる生産および販売管理体
制への取り組みにより、需要が減少した場合でも速やかに
固定費を切り下げるなどの調整

競争の激化
競合他社が、研究開発、生産能力、資金や人的資源等において、当社よりも強い競争力を有する場合、当社の顧客における再編
や戦略の変更等により、仕入先を当社から競合先に切り替える可能性や、当社の注文を減少させる可能性

差異化技術を用いた高付加価値製品の開発などによる事業の
強化

ディスプレイ
製品等への

依存

・売上高の多くの部分をディスプレイ製品に依存することから、ディスプレイメーカーの事業戦略や販売戦略の変更による
　業績への影響の可能性
・規模の大きいスマートフォン・タブレットPCのセットメーカーの数は限定されており、これらのセットメーカーによる
　事業戦略や販売戦略の変更、完成品のモデルチェンジの時期および販売量が当社の顧客であるディスプレイメーカー等か
　ら当社の製品に対する需要に影響を与える可能性

ディスプレイ以外の分野・製品における当社製品の採用拡
大に向けた取り組みの継続

製品の販売
価格の下落

顧客からの恒常的な価格圧力、光学材料および電子材料市場での生産過剰、需要の減少、低価格帯の製品を提供するメーカーに
よる高性能製品市場への進出、顧客との交渉の結果等により、当社のコスト低減幅以上に製品の価格が下落した場合または利益
率の低い製品の販売比率が拡大する可能性

・付加価値の創出および製品の高品質化、価格水準の維持
　および向上
・工程改善、材料歩留まりの改善等によるコスト低減への取
　り組み

イノベーション 技術開発等

・技術革新とコスト競争力、競合他社の新技術や新製品開発、業界における標準や顧客ニーズの変化により、当社製品が予
　期せぬ陳腐化を起こす可能性
・主力製品に代替する技術が競合他社により開発された場合や競合他社がこれらの主力製品より優れた製品を導入した場
　合、当社の製品への需要が減少する可能性
・市場の変化により開発した製品について想定した売上等の効果が得られない可能性

・市場の変化を予測しながら、中期の開発戦略のもとに新
　技術や新製品の開発、新用途・新市場を開拓
・生産プロセス改革に必要な研究開発投資や設備投資の
　実施

事業
ポートフォリオ

拡大

買収（M&A)、
事業提携および

その他の戦略的投資

・対象企業や新規領域事業等の投資先について、事前に把握できなかった問題が判明したり、投資先の企業の業績変動によ
　り当社グループが保有する有価証券などの評価が大幅に下落し評価損を計上または追加的な支出が発生する可能性

・対象企業や新規領域事業等の投資先について詳細な調査
　の実施
・投資経済性評価を実施し、投資回収とリスクを検討

海外
オペレーション

海外での
事業展開

海外事業の展開におけるカントリーリスクとして、不安定な政治情勢、不確実な経済環境、当社製品の製造、輸出入や使用等に
関する環境や安全等に係る規則を含む法令、労務管理上の問題および人件費の上昇、高額な関税および厳格な貿易規制、予期し
ない法令・税制・政策の新設または変更や解釈の相違、電力、輸送、通信等の基幹となるサービスの停止・遅延等を起こしうる
不安定なインフラ、為替レートの変動、法令、規則、商慣習および実務上の取り扱いの違い、テロ、戦争、感染症の世界的な拡
大、ボイコットの発生等の可能性

政治的・経済的な社会情勢の変化を適時に社内共有すること
による早い段階での対応策の検討、実施

調達リスク 原材料の調達

・原材料の購入先が、原材料の供給遅延、供給不足その他の理由により当社グループとの購入契約上の義務を果たせなくな
　り、これにより当社製品の出荷を予定通りおこなうことができなくなる可能性
・原材料の価格や燃料価格が上昇し、上昇したコストを製品価格に転嫁できない可能性
・購入先の自然災害での被災、事故、倒産等により供給が中断し、必要な主要原材料を確保できなくなる可能性

購入先を複数にするなど主要原材料が確保できなくなる
リスクを低減するようサプライチェーン管理の強化

気候変動
地球温暖化による

影響
・温暖化規制の強化による炭素税導入や低/脱炭素技術や資源循環への対応が遅れた場合、収益が低下する可能性
・気象災害の甚大化による事業所の被災やサプライチェーンの寸断による操業停止など、事業継続に影響が出る可能性

・再生可能エネルギーの利用や環境負荷低減製品の開発
・BCP（事業継続計画）の強化

安全・防災
事故・災害等
による影響

・地震や津波、洪水といった大規模な自然災害や感染症の世界的な大流行による電力・ガスなどのインフラ被害や、原材料
　の調達・物流・顧客など、広範囲にわたるサプライチェーンへの被害による事業中断の可能性
・製造工程において火災や化学物質により人的被害が発生する可能性

マテリアリティとして特定した操業安全と事業継続性の
確保に基づくBCP策定、定期的な防災訓練等の実施

財務
リスク

為替・資金
為替相場の

変動
・為替相場の変動による製品・サービス等のコストや価格、および外貨建ての資産・負債、海外関係会社の現地通貨建ての
　資産・負債への影響

為替予約等によるリスクヘッジ

リスクカテゴリー

市場・
競合環境の

変化

経営戦略
リスク

事業運営
リスク

経営基盤
リスク
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